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１ 成長著しいアジア

社団法人日本経済研究センターが公表した世界経済長期予測（2007年1月）

• 日本で人口減少が続く2030年まで、中国、インド、ＡＳＥＡＮ諸国では５～３％台後半の高い
成長率で経済成長し、中国・インドの経済成長を主因として、アジア経済の世界シェアは倍
増し、世界経済の５０％弱を占めると見込まれている。

• 2020年までは人口数世界一である中国において（韓国においても） 、その後は人口減少
が見込まれている。

予測 予測

Forecast Forecast

2000 2005 2020 2030 2040 2050 2001-05 2006-20 2021-30 2031-40 2041-50

日本 32.7 34.7 42.4 47.1 49.9 49.9 1.2 1.4 1.0 0.6 0.0

中国 49.6 77.3 173.3 251.6 304.2 333.9 9.3 5.5 3.8 1.9 0.9

韓国 7.6 9.4 15.6 18.6 20.1 20.3 4.4 3.4 1.7 0.8 0.1

インド 24.5 33.8 70.7 103.0 144.0 191.2 6.6 5.0 3.8 3.4 2.9

ＡＳＥＡＮ 17.7 22.1 38.7 54.6 72.9 92.4 4.5 3.8 3.5 2.9 2.4

米国 95.9 110.9 167.5 214.1 271.7 339.6 2.9 2.8 2.5 2.4 2.3

ＥＵ 102.6 111.6 145.2 163.1 181.1 198.9 1.7 1.8 1.2 1.1 0.9

日本 25.8 27.1 34.5 40.9 47.4 53.1 1.0 1.6 1.7 1.5 1.1

中国 3.9 5.8 12.2 17.8 22.4 26.4 8.4 5.1 3.8 2.3 1.7

韓国 16.3 19.7 32.2 39.5 45.9 52.0 3.9 3.3 2.1 1.5 1.2

インド 2.4 3.0 5.2 6.8 8.8 11.0 4.9 3.6 2.8 2.6 2.3

ＡＳＥＡＮ 3.9 4.6 6.8 8.9 11.3 14.1 3.0 2.7 2.8 2.5 2.2

米国 33.7 37.2 49.5 59.3 71.6 86.0 2.0 1.9 1.8 1.9 1.8

ＥＵ 23.2 24.8 31.9 36.3 41.4 47.3 1.4 1.7 1.3 1.3 1.3

日本 12.7 12.8 12.3 11.5 10.5 9.4 0.1 -0.2 -0.7 -0.9 -1.1

中国 127.4 132.8 141.7 141.1 135.8 126.2 0.8 0.4 0.0 -0.4 -0.7

韓国 4.7 4.8 4.9 4.7 4.4 3.9 0.4 0.1 -0.3 -0.7 -1.1

インド 102.1 110.9 135.9 150.9 163.6 173.3 1.7 1.4 1.1 0.8 0.6

ＡＳＥＡＮ 45.2 48.5 57.2 61.6 64.4 65.4 1.4 1.1 0.7 0.4 0.2

米国 28.4 29.8 33.8 36.1 38.0 39.5 1.0 0.8 0.6 0.5 0.4

ＥＵ 44.2 44.9 45.5 44.9 43.8 42.0 0.3 0.1 -0.1 -0.3 -0.4

（注）GDP（一人当たりGDP）は2000年購買力平価ドル基準、単位は千億ドル(千ドル)。
　　　成長率は期間平均。GDPの2005年は推計値を実績値として一部利用。人口は米国のみ国連予測。
　　　ASEANは、シンガポール、マレーシア、インドネシア、フィリピン、タイ、ベトナムの6カ国。
　　　EUは、EU加盟国からスロベニア、エストニア、ラトビア、リトアニア、キプロス、マルタ、ブルガリア、ルーマニア
　　　を除いた19カ国。
（資料）内閣府『国民経済計算年報』、総務省『国勢調査』、World Bank, World Development Indicators、
　　　　United Nations, World Population Prospects: The 2004 Revision、各国統計
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２．九州とアジアとの結びつき
○ 東アジア・東南アジアとの貿易量の増大

• 九州の貿易額は、’93年に出超（輸出＞輸入）に転じている。

• 対東アジア・東南アジアとの貿易は、増加する対米国・ＥＵとの貿易量を上回る伸びで増加
している。

北米・西欧を上回る伸び増加する九州の対アジア貿易額

出典はすべて「九州アジア国際化レポート2006」九州経済産業局、「貿易統計」財務省より作成

出超傾向に転じた九州の貿易（輸出入）額

九州の主な輸出品の輸出額の推移と

2005年の全国との伸び率の比較（全国平均=100%）2005年輸出額の輸出先国および主要品目別シェア

単位：十億円
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○ 増大するコンテナ貨物

• 九州内にはここ数年コンテナターミナルの整備がなされてきており、各港湾からアジアを中心に国際コンテ
ナ定期航路が開設されている。

• 日本とアジアとの国際海上コンテナ流動量は、2030年に現在の3.3倍になると見込まれている（国土交通
省による試算）。

• 九州内の国際コンテナ取扱実績量は増大しており、九州全域で1998年から2003年の5年間で6割弱と全
国の２倍強の伸び（この間の全国の伸びは29％）。

出典（左右とも）：「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿」平成16年3月国土交通省

日本の国際海上コンテナ適
合貨物貿易額の将来予測

出典（左右とも）：「二層の広域圏
に資する総合的な交通体系に関
する検討委員会」最終報告資料

方面別輸出額の将来予測

東アジア航路ネットワーク（イメージ）
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○ 国際競争力のある産業分野

• 輸出額の伸びている産業は、半導体（電気・電子）や自動車・二輪車（輸送用機械）だけでなく、一般機械
や造船、また化学や鉄鋼も伸びている。

• 自動車・半導体産業以外の、鉄鋼や窯業、化学といった素材産業についても、九州の産業集積の中間
財としての国際競争力は高い。

九州と中国の産業別国際競争力の比較

国際競争力指数＝（輸出額―輸入額）÷（輸出額＋輸入額）
上記指数を中間投入および最終需要別に計算しプロット

出典「九州アジア国際化レポート2006」九州経済産業局

凡例）食：食料品 繊：繊維製品 紙：紙・パルプ・木製品 化：化学製品 窯：窯業 鉄：鉄鋼・非鉄金属 機：一般機械 電：電気機械 輸：輸送用機械 精精密機械 雑：雑貨・玩具

最終財としては競争力があるが、

中間財としての競争力はない産業

最終財としての競争力はないが、

中間財としての競争力がある産業

最終財としても競争力があるが、

中間財としても競争力のある産業
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○ 東アジア・東南アジア諸国との水平分業の進展

• 競争力のある産業間の補完・連携による、九州とアジアの水平分業が進んでいる。
• 韓国のパソコンや携帯電話などに使用するマイクロコンピュータが九州から輸出され、逆

に前工程処理のDRAM（「ディーラム」と発音し、Dynamic Random Access Memoryの略
称、半導体記憶素子の一つ、読み書きが自由に行なえるRAMの一種）を韓国から輸入し、
後工程処理後電機メーカーにおろす動きなどが見られる。

• また、九州の企業が金型を韓国企業に生産委託、中国企業に部品の生産委託をし、マ
レーシアの自社生産拠点で組み立てる日・中・韓・ASEAN間分業の事例も見られる。

出典：「九州アジア国際化レポート2001」九州経済産業局国際部国際規格調査課

九州内企業Ａ

日本国内市場
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○ アジアとの結びつきの強さ

• 九州は、アジア度（アジアとの結びつきの度合い）は、全国よりも相対的に強いとされる。定期国際航空
路線に占めるアジアとのネットワークのシェアや、外国人入国者数にしめるアジア諸国からの入国者数
のシェアにおいて、その傾向は顕著である。

• 東アジア地域の著しい経済発展や、ASEANや韓国とのＥＰＡ／ＦＴＡ（経済連携協定・自由貿易協定）が
締結されることで、ビジネス圏として一体化するアジアと九州間の人とモノの交流はますます活発化する
ことが予想される。

アジア度（アジアとの結びつきの度合い）が強い九州

出典：「九州アジア国際化レポート2006」九州経済産業局、
「入国管理統計」法務省などより作成

出典：「第９回国土審議会（㍻18年6月30日）資料」国土交通省

東アジア日帰りビジネス圏
日本及び外国から相手国に出張をして、４時間以上相手国の都市
に滞在可能である範囲。

貨物翌日配達圏
日本及び外国から朝６時に貨物を出し、相手国に翌日１８時に到
着できる範囲。

九州で入国した外国人数の推移と2005年の国別シェア

アジア度は、アジアと
の関係が全体に占め
る構成比。インドおよ
び西南アジアは含ま
ない。

例えば、輸出額のア
ジア度は、アジア向
け輸出額／全輸出額
となる。
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○ 中国との一体的な発展

• 中国とのビジネスにおける関係は、労働コストの削減を目的とするもののみならず、市場参
入を狙った直接投資が急増し、物だけでなく人の交流が活発になっている。

出典：「東アジアとの連携に向けた開かれた国土づくり（説明資料）」第６回国土基盤専門委員会・第５回産業展望・東アジア連携専門委員会合同会議資料
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３．九州の産業構造の特性
（１）１次産業

○ 減少傾向の鈍化した産出額と新たな担い手への期待

• 九州の農業産出額は、９０年代減少傾向にあったが、近年は横ばいで推移（漁業は減
少が続いている）。米の減反による影響が大きい。鹿児島や宮崎における畜産が、産出
額を下支えしてきた。畜産の産出額シェアは３５％を超えており、他地域に比して大きい。

• 法人による農業への取り組みは活発で、９５年の６４６法人が、０３年には１，０６５法人
に増加している。有限会社や株式会社など、企業的農業経営を目指す法人化は、農業
の新たな担い手として期待されている。

出典：「九州経済２００６」九州経済調査協会
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○ 輸出産業としての農業の可能性

• 今後、EPA/FTA（経済連携協定・自由貿易協定）の流れが加速するなかにあり、九州における産業とし
ての農業にも大きな影響（ダメージ）が予想される。

• しかし、すでに中国富裕層を中心に、九州からも高付加価値産品については輸出実績がある。

九州の輸出農業品と産地

出典：「平成17年度 九州食料・農業・農村情勢報告」農林水産省九州農政局

農業産出高とその内訳



11

○ 先進技術と連携し生産性を高める農業

• 世界的な安全・安心ニーズや環境志向の高まりに伴い、トレーサビリティの確立、リサイクルなどに配慮し
た農業への消費者の支持が集まってきている。九州にはバイオマス発電やリサイクルなどのユニークな
技術を有する企業がある。

出典：経済産業省「新経済成長戦略」

農業法人における技術的課題
分類 目的 具体的ニーズの内容や現在の課題

トレーサビリティに関
する技術

EANコードによるトレーサ
ビリティシステムの開発

・国内のシステムのJANコードによる管理。EAN
コードで開発し、現状では不可能な情報も管理で
きるシステムを開発

無農薬・減農薬栽培に関
する技術

化学薬品使用量の削減

・培地作成段階の薬品使用量の削減。紫外線照
射による消毒
・出荷前の牛の洗浄に使用する消毒薬の削減
・電解水の利用によって、農薬散布回数を減らす

商品の挌付
・食味計測機器の導入により、独自の商品企画を
設定。機器の導入から成分分析まで共同研究の
ニーズあり

取引業者や消費者に対し
て味を科学的に分析

・安全・おいしいということに対する科学的根拠のある
成分の分析。分析結果は取引業者に提供するととも
に、生産現場にもフィードバックすることでより品質の
高い商品の開発。

機能性食品など新製品の
開発に関する技術

甘藷を原料としたサプリ

メント商品の開発
・甘藷を加工した新たな商品の開発。有用成分などを
抽出し、パウダーやエキス、サプリメントとの開発

家畜の体重測定
・光センサーを利用して豚を立体的に計測することで
家畜の体重を測定

畜舎の開発
・母豚の寝返りによる子豚の圧死予防が課題。課題
解決のためには、例えば母豚を常に立たせておくよう
な畜舎の開発が必要

家畜の糞尿の汚泥処理
・浄化槽で汚水処理した後に発生する汚泥の適正
処理・有効活用

バイオマス発電
・豚糞をすべて堆肥として利用できないため、バイ
オマス発電に活用

出所：「農工連携による新規産業創出に向けた技術動向調査報告書」(2005年3月、九州経済産業局を元に作成）

効率化や省力化に関する
技術

食味計測に関する技術

家畜排泄物等のリサイク
ルに関する技術

食品製造業・卸売業・小売業者などにおける技術的課題
分類 目的 具体的ニーズの内容や現在の課題

トレーサビリティに関
する技術

トレーサビリティシステム互
換性の向上

（食料品卸売業）
・現状では各システム間の互換性がなく、取引業者に
よっては情報を共有化することがでいない
（運輸・倉庫業）
・システム間の互換性がないため、複数のシステ
ム導入コストが必要

食品の安全性の確保に関
する技術

細菌の検出
（食料品製造業）
・商品（食品）中に含まれる細菌を短時間かつ低コ
ストで検出できる機器の開発

食品の機能性評価に関す
る技術

栄養価等の計測
（食料品小売業）
・ミネラル分など微量な栄養分などの計測

輸送効率の向上
（運輸・倉庫業）
・一台のトラックで複数の温度帯を実現

食品保存期間の長期化
（運輸・倉庫業）
・気象管理によって青果物の生理作用を抑制し、
保存期間を長期化する技術

食品残さ等のリサイクルに
関する技術

食品残さの適正処理
（食料品製造業）
・製造段階で発生する食品残さの適正処理および
有効活用（焼酎かすなど）

出所：「農工連携による真意産業創出に向けた技術動向調査報告書」(2005年3月、九州経済産業局）を元に作成

鮮度保持に関する技術

出典：「九州ものづくり懇談会」資料 九州経済産業局
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（２）２次産業
○ バランスのとれた産業構造と近年の主要産業動向

• 九州の製造業は、特定の業種が突出した構造でなく、全国平均に近いバランスの取れ
た構造である。

• 主要業種の出荷額水準が最も高いのは、食料品製造業であり、微減傾向にある。

• 輸送用機械が自動車産業の集積と造船の好調によって、急速に伸びている。

• 電気機械は、０１年のＩＴ不況以降出荷額は低迷している。

• 鉄鋼については長期減少傾向が、近年アジアや自動車産業の好調な需要を背景に、
反転し伸びている。

• 工場立地件数の増加は、自動車やハイテク関連を中心とする大型設備投資である。

出典：「九州経済２００６」九州経済調査協会
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• 九州における食料品・飲料製造業出荷額の製造業全体に占めるシェアは２割を超える高い水準である。
• なかでも畜産食料品や酒類（焼酎）といった、南九州・東九州の産地を中心とする製造品の出荷額が全

国に較べて大きい。

出典：「九州経済２００６」九州
経済調査協会

出典：「九州経済２００６」九州
経済調査協会
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○ 新規産業立地（自動車産業を例として）の重要性

出典：「図説 九州経済2006」九州経済調査会

• 近年の、九州における自動車産業の大型設備投資と、これによる生産体制の強化によって、九州地域の
自動車生産能力（年間計画生産台数）は１００万台を超え、平成１９年度には約１５０万台に達する見込
みである（「北部九州自動車１５０万台生産拠点推進会議」目標値）。

• 産業連関の裾野の広い自動車産業の立地によって、関連産業の九州への進出や地場産業の新規事業
機会の拡大につながる。

九州に立地する自動車メーカー等の概要と生産台数

九州全県に広がる関連産業の立地

出典：九州自動車産業振興連携会議パンフレット

日産 ホンダ

九州工場 宮田工場 苅田工場 中津工場 （ｴﾝｼﾞﾝ工場） 熊本製作所

生産
開始

1976.12 1992.12 2005.12 2004.12 2008.8予定 1976.1

敷地
面積

236.2ha 113ha 31ha 130ha 16ha 166ha

従業
員数

約4,600人 約6,200人 約700人 約2,000人 約200人 約2,900人

生産
台数 ３８万台 ４０万台 ２２万基 ２３万台 （２０万基）

軽自動車ｴﾝ
ｼﾞﾝ２６万基

日産自動車
の国内細動
拠点

第2工場稼動
(2005.9)

生産能力倍
増(2008春)

第2工場建設
(2007末操業)

国内第2のｴﾝ
ｼﾞﾝ工場

国内の二輪
車生産を集
約

累計生産
1,000万台突
破

43万台体制
へ

44万基体制
へ

48万台体制
へ

世界のマ
ザー機能を
強化

トヨタ ダイハツ

備考
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○ 産業・技術集積による関連産業への内発型成長

出典：「図説 九州経済2006」九州経済調査会

出典：パンフレット「九州シリコン・クラスター新発展戦略」
九州半導体イノベーション協議会

• 九州は、かつてシリコンアイランドと称されたが、全国におけるＩＣ生産数量のシェアは低下してきている。

• しかし、多数の機能を1個のチップ上に集積した超多機能LSI（ポータブルオーディオやデジタルカメラに組

み込まれる部品）等、付加価値の高い部品への展開が見られるなど、新たな成長の核が、これまでの産
業集積・技術集積から形成されている。 （その他、液晶やプラズマテレビ等パネルディスプレイの部品（フィ

ルム等）や、太陽電池などへの展開も進んでいる。）
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○ 循環型社会に対応した九州の技術・産業集積

• 環境・リサイクル関連産業は、環境問題が深刻化し循環型社会への転換が急がれるなか、有望なリー
ディング産業と期待される。

• 九州では北九州・大牟田・水俣の３地域がエコタウンの地域指定を受けており、これらの地域を中心に環
境ビジネス展開において先導的な取り組みが行われている。

• 北九州エコタウンでは、地理的に近接するアジアまでを対象地域とし、リサイクルが事業として展開され
ている。

エコタウン

エコタウンとは、ゼロ・
エミッション構想（産業か
ら出るすべての廃棄物を
他の分野の原料として活
用し、廃棄物をゼロにす
ることを目指す構想）を
基本とした、自然にやさ
しい環境と調和したまち
づくりが進められている
地域のこと。

国のエコタウン制度は、
ゼロ・エミッション構想に
基づいて、地域の振興を
図りながら環境と調和し
たまちづくりを進めていく
ために、平成９年度に設
けられた制度。各地でエ
コタウン計画が策定・申
請され、全国でこれまで
に２４地域が承認されて
いる。
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○ 多品種だが小規模な地場産品製造業

• 全国で指定されている伝統的工芸品は206品目（2005.7）であるが、九州・山口にはそのうち36品目で

ある。とくに有田、伊万里、薩摩など陶磁器や、大島紬など繊維製品の事業者数が多い。

• 地場産業産地数は多いものの、１産地当たりの生産額は他地域よりも小さい。

出典：「九州経済２００６」九州
経済調査協会
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（３）３次産業
○ サービス業の伸展と情報サービスの伸び悩み

• 九州におけるサービス業生産額の伸び率は低下しているが、依然として従業者数は他産業が減少
しているのに対し増加基調であり、就業構造におけるサービス産業化は進展している。

出典：「九州経済２００６」九州経済調査協会

出典：「九州データ・ブック2005」西日本新聞社
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• 情報サービス業は、急速に売上高を伸ばしてきたが、近年は伸び悩んでいる。

• 典型的な都市型産業と言われる情報サービス業の地域別シェアを見ると、圧倒的に東京従業者数・売り
上げともに偏っている。

• 九州は、全国比３％台の売上高に留まっている。

出典：「九州経済２００６」九州経済調査協会
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○ 観光地の国際競争力

• 九州は温泉施設が各地に多数分布しており、観光地としてのポテンシャルは高い。

• しかし、沖縄や北海道と比べて、宿泊客数は伸び悩んでいる。

• 首都圏の女性や東アジアの観光客に対する訴求力が弱く、課題となっている。

温泉施設の分布

資料：国土交通省（2003)「ビジット・ジャパン・キャンペーン事業に向けた事前調査報告書」より作成

資料：九経調「2003年版九州経済白書」、首都圏女性373サンプル

資料：各県観光統計、北海道経済白書

●印の大きさは、源泉数の最も多い大分県との相対比較
（最小は沖縄県）。

出典：環境省「温泉状況」をもとに国土交通省作成
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○ 高齢化に伴うサービス（医療・保健・福祉）業の進展

• 内需関連の個人サービス業のなかで、伸びているのが、高齢化に伴って需要を拡大する医療・保健・福
祉関連産業である。

出典：「九州経済２００６」九州経済調査協会
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○ 小売業の大型化と過当競争および中山間・離島・半島における商業機能維持の困難

• 九州における小売販売額は伸び悩んでいる。
• 店舗当たりの売り場面積は高い伸びで、すでに大型店同士の商圏は重複し過当競争状況である。とくに

大型店が天神地区に多く立地する福岡を周辺にその傾向が激しい。
• 一方、中山間・離島・半島においては、コンビニエンスストアの立地が難しいほど、商圏密度が低くなって

いる。

出典：「九州経済白書2007」九州経済調査協会

出典：「九州データ・ブック2005」西日本新聞社

店舗面積１万㎡以上の店舗分布と想定商圏（2005.4）

コンビニ立地困難地域の分布

九州における小売販売額の推移

各県の商業販売額

出典：「九州経済
白書2007」九州
経済調査協会

出典：「九州経済白書2007」九州経済調査協会

出典：「九州経済２００６」九州経済調査協会
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出典：「東アジアとの連携に向けた開かれた国土づくり（説明資料）」第６回国土基盤専門委員会・第５回産業展望・東アジア連携専門委員会合同会議資料

４．九州の産業を支えるインフラの状況
○ 九州各地の港湾が持つ東アジアの主要都市との定期航路

• 東アジアとの貿易量の増加や、東アジアのハブ港湾へのトランシップ（積荷港から荷卸港まで、同一船舶
で運送されずに、途中港で積み替えされること）の増加によって、九州各地の港湾と東アジアの主要都市
との定期コンテナ航路は増加、定常的な貨物輸送を支えている。
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• 博多港を中心としたフェリー・RORO船※のネットワークは、海路と陸路を結びつけた、シームレスな複合
一貫輸送の取り組みである。

※ＲＯＲＯ船とは、Roll On Roll Off Ship（ロールオンロールオフ船）の略で、「乗り込んで、降りる」と言う意味を持ち、船の中にトレーラーが自走して
乗り込むことが可能な構造となっており、クレーンを使わずに直接貨物の積み降ろしが出来る船のこと。

○ シームレスな貨物輸送のための取り組み

出典：「東アジアとの連携に向けた開かれた国土づくり（説明資料）」第６回国土基盤専門委員会・第５回産業展望・東アジア連携専門委員会合同会議資料
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• 九州は、中型機を利用した、東アジアとくに中国の地方都市との定期航空路線が多い。
• しかし、近年は定期便数の増加は頭打ちとなっている。

○ 航空ネットワークの増加と伸び悩み

出典：「東アジアとの連携に向けた開かれた国土づくり（説明資料）」第６回国土基盤専門委員会・第５回産業展望・東アジア連携専門委員会合同会議資料
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• 九州における既存の高規格幹線道路の交通量を比較すると、東西・南北の移動より、福岡県内の九州
自動車道および都市高速に交通量が集中している状況である。

○ 道路整備の状況と自動車交通量の関係

出典：「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿」九州地方整備局HP
出典：「九州データ・ブック2005」西日本新聞社

資料：日本道路公団九州支社

九州の高速自動車道区間別交通量（１日平均） 2003年度

高規格幹線道路および地域高規格道路指定路線図
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○ 情報ネットワークにおける民間主導の取り組み

出典：九州電力ホームページ

• 日本－韓国ケーブル・ネットワーク（KJCN/Korea-Japan Cable Network）は、日本と韓国を2ルー
トで結ぶ最新技術による無中継･多芯光海底ケーブル・ネットワークで、2002年3月から運用を開始
している。このKJCNは，「日韓IT光コリドー・プロジェクト」として、日韓両国の経済団体－九州・山口
経済連合会及び韓国全国経済人連合会（FKI）－の協力・支援を得ており、今後の両国間のみなら
ず、アジアへ広がるより密接な交流が期待される。

• 九州内のブロードバンド整備状況には格差があり、鹿児島県はブロードバンドサービスを受けられな
い世帯の対総世帯比が全国で最も高い。

出典：「次世代ブロードバンド戦略2010」総務省

ブロードバンドサービス未提供地域の世帯数の対総世帯数比（H18）
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○ 新たな産業を産み出すための産学連携

• 九州は、各県に国立大学があり、独自の産学連携の取り組みがなされているものの、さらなる産業創発
のためには、ニーズオリエンテッド型（産業の課題解決型等）産学連携が望まれる。

出典：「九州ものづくり懇談会」資料 九州経済産業局



  活力ある経済社会を目指す検討小委員会 

課題と対応の方向性を検討するためのモデルの例 ―北部九州の現状－ 

 

 

  

 

 

自動車関連産業の企業立地が進み、北部九州で 100 万台を

超える生産拠点となっている。 

 

 

九州のなかでも、北部九州は古代・中世からアジアの文化的

影響を大きく受けてきた地域。 

 

 

アジアの経済成長とともに、北部九州港湾のコンテナ取扱量

が増加。 

福岡・北九州２政令指定都市間の交流は、公共交通による大

量輸送によって支えられている。 

  

アジアとの交流に実績が豊富である。 

 

左：アジアマンス  中央：福岡アジア美術館 右：九州国博 

 

 
 

（財）北九州国際技術協力協会（KITA） 1960 年代の北九州

市の写真（（財）北九州国際技術協力協会（KITA）ＨＰ） 

都市圏においても、人口は減少する。 

とくに、北九州市は、2030 年に７６万６千人と、

現在の７７％程度の人口規模となることが見

込まれている（九州経済調査会予測）。 

同市は、複数の生活圏の中心を持つ構造であ

り、行政サービスの効率化が課題となる。 

過疎地以上に人口減少による課題が急速に

顕在化・増大する地域であるとも言える。 

複数の学術研究都市構想が推進される。 

九州大学学術研究都市 

 

北九州学術研究都市 

 

九州北部学術研究都市（アジアス九州） 

産業･技術の経験と集積を活かし、環境・リサイクルのアジア

における拠点となり得る。 

 
 

 

起業マインドは、九州の他地域に較べ高く、技術やノウハウ

の集積を活かし、新産業創出の気運がある地域。 

 

95-2001 年（起業数ー倒産数）/94 年の企業数 

 

 

福岡県・大分県・（山口県）といった、太平洋ベルト地帯に

連なる北部九州各県の所得水準は、他の九州他県より

も相対的に高い。 
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